
令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業に係る実施状況及び効果 （単位：円）

うち交付金充当額

1

電力・ガス・食料品等
価格高騰緊急支援給付
金事業【物価高騰対策
給付金】

物価高騰による家計への影響が
長期化する中、住民税非課税世
帯等に対し、給付金を支給する
ことで、経済支援を実施。

R6.4 R6.9 1,221,516 1,020,000
〇対象者：令和5年度住民税非課税世帯
〇給付額：1世帯につき7万円
〇給付総額：560千円

物価高騰の影響が長期化する
中、令和6年度住民税非課税
世帯に対し、給付金を支給す
ることで家計負担を緩和する
ことにつながった。

2

電力・ガス・食料品等
価格高騰緊急支援給付
金事業【物価高騰対策
給付金】
住民税所得割非課税世
帯生活応援給付金事業
【物価高騰対策給付
金】
低所得者子育て世帯給
付金事業（こども加算
分）
【物価高騰対策給付
金】
定額減税調整給付金事
業【物価高騰対策給付
金】

物価高騰による家計への影響が
長期化する中、住民税非課税世
帯等に対し、給付金を支給する
ことで、経済支援を実施。

R6.4 R6.12 86,727,700 86,495,000

〇対象者：令和5年度均等割のみ課税世帯
　　　　　令和5年度均等割のみ課税化世帯
　　　　　令和6年度非課税化世帯
　　　　　定額減税を補足する給付の対象者
〇給付額：1世帯につき10万円
　　　　　（こども加算5万円）
〇給付総額：83,530,000円

物価高騰の影響が長期化する
中、令和6年度住民税非課税
世帯等に対し、給付金を支給
することで家計負担を緩和す
ることにつながった。

3
住民税非課税世帯臨時
特別給付金

物価高騰による家計への影響が
長期化する中、住民税均等割非
課税世帯等に対し、給付金を支
給することで、経済支援を実
施。

R7.2 R8.3 41,103,691 41,000,000

〇対象者：令和6年度住民税均等割非課税世帯
〇給付額：1世帯につき3万円
　　　　（こども加算2万円）
〇給付総額：39,000,000円

物価高騰による家計への影響
が長期化する中、住民税非課
税の子育て世帯や住民税非課
税の子育て世帯に対し、子供
の人数に応じて給付金を支給
することで家計負担を緩和す
ることにつながった。

実施状況 効果№ 事業名 事業の概要 事業始期 事業終期 総事業費



令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業に係る実施状況及び効果 （単位：円）

うち交付金充当額
実施状況 効果№ 事業名 事業の概要 事業始期 事業終期 総事業費

4
プレミアム商品券発行
事業

エネルギー価格高騰や物価高騰
の影響を受けている地域経済の
活性化と生活者支援を目的とし
て、町民等が町内で宿泊、飲
食、物品購入等に利用できるプ
レミアム商品券を発行。

R6.4 R7.3 28,309,808 28,000,000

○プレミアム率：30％（購入額面10,000円に対
し、3,000円分のプレミアム付与）
○商品券販売額：95,920,000円
○プレミアム商品券発行事業補助金：28,309,808
円

町内で宿泊、飲食、物品購入
等に利用できるプレミアム商
品券を発行することで、地域
経済活性化の一助となった。

5
漁業用資材価格高騰対
策漁業者支援事業

エネルギー価格高騰や物価高騰
の影響により、水揚時に使用す
る発泡スチロール等魚箱の価格
上昇の影響を受ける漁業者に対
して、値上がり分の２分の１を
補助し、事業の継続を支援。

R6.4 R7.3 5,782,413 5,700,000

○対象者：浜坂漁業協同組合に所属する漁業者等
○交付金額：各月の1日時点の魚箱の購入価格と令
和2年4月1日時点の購入価格を比較した価格上昇分
（1/2相当額を補助）○漁業用資材価格高騰対策漁
業者支援事業補助金：5,782,413円（30件）

原油等エネルギー価格高騰の
要因により水揚時に使用する
発泡スチロール等魚箱の価格
上昇する中で、影響を受ける
漁業者に対して、購入費用の
一部を補助することで事業継
続を支援することができた。

6
小・中学校給食費負担
軽減事業

エネルギー価格高騰や物価高騰
の影響を受ける子育て世帯を支
援するため、令和４年度から半
額免除している小・中学校児童
生徒の給食費において、令和６
年度は全額免除とし、子育て世
帯の負担軽減を図る。

R6.4 R7.3 24,540,737 17,506,000
○小・中学校児童生徒給食費（公費負担・R5年度
増加分）：24,540,737円

原材料費やエネルギー価格等
の高騰により、食費や光熱水
費等の負担が増加する中で、
子育て世帯等への家計負担を
緩和することにつながった。

187,685,865 179,721,000合計


